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第１章 はじめに 

 

 この章では、近年のＩＣＴ※の急速な進展やコロナ禍による社会情勢等を鑑み、計画

の策定に当たりその趣旨や背景をまとめました。 

併せて、計画の位置付けと計画期間を整理しました。 

 

１ 計画の趣旨及び策定の背景 

 近年、ＡＩ※やＩｏＴ※、５Ｇ※などのデジタル技術が実用化され、私たちの生活の中

でもこれらの技術を活用したサービスが提供されるようになり、身近なものになりつつ

あります。また、スマートフォンやタブレット端末の普及が急速に広まり、小・中学校

の授業でも活用されるなど、幅広い世代でデジタル化が浸透してきています。 

 デジタル化の波は市役所にも広がっています。政府において決定された「デジタル・

ガバメント実行計画」における自治体関連の各施策について、自治体が重点的に取り組

むべき事項を具体化し、国による支援策等を取りまとめた、「自治体ＤＸ※推進計画」が

示され、デジタル社会の構築に向けた取組を着実に進めていくことから、市役所での業

務の進め方も大きく変化してきています。 

 このような中で発生した新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染拡大

は、私たちの生活を一変させました。３密（密閉・密集・密接）を回避する生活様式が

求められるようになり、これまで以上にデジタル化を加速させる必要性が生じました。

国では、これを受けて令和 3 年（2021 年）5 月にデジタル社会形成基本法を制定し、デ

ジタル庁を新たに設置したほか、同年 12 月には「デジタル社会の実現に向けた重点計

画」を策定するなど、デジタル社会の形成に資する諸施策を推進しています。 

 本市では、平成 31 年（2019 年）3月に「第５次富士宮市情報化計画」（以下「前計画」

という。）を策定し、デジタル技術を活用した市民の利便性の向上、情報格差の解消、

行政事務の効率化に努めてきました。令和 4年（2022 年）3月に前計画の計画期間が終

了するに当たり、新型コロナウイルス感染症への対応や国のデジタル化に対する方針、

さらには自治体のＤＸ推進の要請等の状況を踏まえ、ＩＣＴの進展や国の制度改正等に

的確に対応し、ＩＣＴを戦略的に活用していくため、本市のＤＸ推進の方針をまとめた

「富士宮市ＤＸ推進計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

 

 

 

 

１ 
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２ 計画の位置付け 

 本計画は、本市の最上位計画である第 5 次富士宮市総合計画後期基本計画で掲げた各

種政策を、デジタル技術を用いて実現を図るため、理念や方針をまとめた基本計画とし

て策定するものです。 

また、本計画は、官民データ活用推進基本法第 9条に基づく市町村官民データ活用推

進計画としても位置付け、「富士宮市オープンデータ※の推進に関する指針」（令和元年

11 月 1 日策定）と併せて、国や県等のデジタル化施策との整合性を図りつつ策定しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 本計画は、令和 4 年（2022 年）度から令和 8 年（2026 年）度までの 5 年間を計画期

間とし、様々な施策に基づく取組を実施することで、本市のＤＸ推進を目指します。 

 ただし、国や県等による政策・制度の変更やデジタル化技術の急激な変化が生じた場

合には、必要に応じて計画内容の見直しや変更を行います。 

 

富士宮市ＤＸ推進計画 

第５次富士宮市総合計画 

後期基本計画 

ふじのくに 

ＤＸ推進計画 

自治体 DX 推進計画 

デジタル社会の実現に 

向けた重点計画 

富士宮市オープンデータの推進に関する指針 
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第２章 国・県の情報化政策の動向 

 

 この章では、国及び静岡県における情報化政策の動向をまとめました。 

 

１ 国における情報化政策の動向 

（１）わが国における情報化政策の変遷 

 平成 12 年（2000 年）、わが国で初めて情報通信技術の活用に係る基本理念及び基本

方針を示した「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）」が成立し、

施行されました。 

当初は基盤整備を政策の柱とし、その後利活用の推進に舵を切り、着実に高度情報通

信ネットワーク社会の形成に図られてきました。ＩＴ基本法の施行後 20 年余りが経過

し、インターネットやスマートフォン等の情報通信技術が市民生活に欠かせないものと

して定着し、情報通信技術により取得される様々なデータが社会経済活動の源泉として

位置付けられるようになるなど、社会を取り巻く動向も大きく変化しています。 

（図１参照） 

  

 

図１：わが国におけるＩＴ戦略の歩み（2021 年以降加筆あり） 

出典：デジタル庁 第 1回デジタル社会推進会議参考資料 

（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210906_me

eting_promoting_07.pdf） 

 

 

 

 

 

 

２ 
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一方で、令和元年（2019 年）12 月以降に全世界で感染が拡大した新型コロナウイル

ス感染症は、わが国の社会経済にも大きな影響を及ぼしました。これまでのような活動

はことごとく制限され、様々な場面で３密（密閉・密集・密接）を避けた行動様式が求

められるようになるなど、社会や価値観に変容がみられるようになりました。（図２参

照） 

  

 

図２：新型コロナウイルス感染症がもたらした社会・価値観の変容 

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ総合戦略本部）資料 

（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dai78/siryou1-1.pdf） 

 

政府は、このような状況において、これまでの情報化政策を抜本的に見直し、コロナ

禍におけるデジタル社会の形成を推進するため、ＩＴ基本法に代わる新たな基本法を制

定するとともに、各省庁にまたがっていた情報化推進部門を統合したデジタル庁を新た

に設置するなど、これまで以上に強力にデジタル化を推進する姿勢を示しています。 
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（２）デジタル社会形成基本法 

 令和 3年（2021 年）5月、ＩＴ基本法に代わりデジタル化を推進するための基本理念

及び基本方針が示された「デジタル社会形成基本法」が成立し、同年 9月 1 日に施行さ

れました。 

 この法律は、デジタル社会の形成による経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な

生活の実現等を目的として、デジタル社会の形成に関する基本理念及び施策の策定に係

る基本方針、国、地方公共団体及び事業者の責務、デジタル庁の設置並びに重点計画の

策定について規定したものです。政府は、この法律によりデジタル社会の形成の基本的

枠組みを明らかにし、これに基づき施策を推進することとしています。（図３参照） 

 

図３：デジタル社会形成基本法の概要 

出典：デジタル庁 第 1回デジタル社会推進会議参考資料 

（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210906_me

eting_promoting_07.pdf） 
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（３）デジタル社会の実現に向けた重点計画 

 「デジタル社会形成基本法」の成立を受け、政府のデジタル社会形成に向けた重点計

画として「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が令和 3 年（2021 年）12 月に閣議

決定されました。 

 この計画は、デジタル社会の目指すビジョンである「デジタルの活用により、一人ひ

とりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」の実

現を目指すとともに、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を進めるための

指針を示したものです。 

徹底した国民目線で行政サービスを刷新すること等により、誰もがデジタルの恩恵を

受けることのできる社会や、地方においてもデジタルによる恩恵が受けられる社会に向

け、さらには、自然災害や感染症等に際しての強靱性の確保や、少子高齢化等の社会的

な課題への対応のためにも、国、地方公共団体、民間事業者その他の関係者が一丸とな

って取り組むことをうたっています。 

重点計画の施策体系が、次のように示されています。（図４参照） 

 

図４：デジタルにより目指す社会の姿（デジタル社会の実現に向けた重点計画より） 

出典：デジタル庁 デジタル社会の実現に向けた重点計画 

（https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program） 

 
  

※ 



7 
 

（４）自治体 DX 推進計画 

 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が掲げる目指すべきデジタル社会のビジョ

ンの実現に向けた自治体関連の各施策について、自治体が重点的に取り組むべき事項・

内容を具体化した「自治体ＤＸ推進計画」が令和 2 年（2020 年）12 月に策定されまし

た。（図５参照） 

また「自治体ＤＸ推進計画」を踏まえ、自治体が着実にＤＸに取り組めるよう、「自

治体ＤＸ推進手順書」が作成され、令和 3 年（2021 年）7月に公表されました。 

 これらの計画に基づき、デジタル社会の構築に向けた取組を全自治体において着実に

進めていくことが求められています。 

 

 
図５：自治体ＤＸ推進計画 重点取組事項 

出典：総務省 自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画（概要） 

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000727133.pdf） 
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２ 静岡県における情報化政策の動向 

（１）ふじのくに DX 推進計画 

 静岡県は、平成 30 年（2018 年）3 月に策定された静岡県高度情報化基本計画（ＩＣ

Ｔ戦略 2018）官民データ活用推進計画に代わる計画として、令和 4年（2022 年）3 月に

「ふじのくにＤＸ推進計画」を策定しました。 

 この計画では、基本理念として「誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして

豊かに」をうたい、基本理念に基づき地域社会、市町、県庁の三つのフィールドにおい

て政策（施策）を展開し、10 年後の目指す姿を実現することとしています。そしてこの

計画は、その実現に向けた第 1 段階として位置付け、目指す姿の実現に向けた具体策と

してデバイド対策の実施やデジタル技術の実装など五つの政策の柱に基づきデジタル

化を推進することとしています。（図６参照） 

 

 
図６：ふじのくにＤＸ推進計画 概要 

出典：静岡県デジタル戦略課 

（http://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-510/kihon/dxsuishin.html） 
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（２）ふじのくにデジタル化事業 

 静岡県は、県庁や社会全体のデジタル化を推進するため、県庁内の各部局が抱える

様々な課題に対して、デジタル戦略顧問団や民間企業の知見を生かし、分野横断的に解

決を図ることを目的として「ふじのくにデジタル化事業」を実施しています。 

 この事業では、県デジタル戦略課と各部局事業課、デジタル戦略顧問団が連携して課

題解決方法を検討・実証し、本格的な導入につなげることをねらいとしており、ふじの

くにＤＸ推進計画の基本理念に沿った取組を展開しています。主な取組内容として、各

種調査照会の簡素化など業務効率化に関するものや電子申請、電子収納、電子決裁など

オンライン手続の利用促進、ＡＩ活用によるＦＡＱの充実など情報発信の強化等が挙げ

られます。（図７参照） 

 

 
図７：ふじのくにデジタル化事業 令和 3 年度の取組内容 

出典：静岡県デジタル戦略課 
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第３章 富士宮市の情報化を取り巻く動向 

 

 この章では、富士宮市の情報化に関する現状把握のため、様々な角度から検証しその

動向をまとめました。 

これにより、課題や問題点などを見いだし、今後のＤＸ推進に生かします。 

 

１ 第５次富士宮市情報化計画の実施結果と検証 

 第５次富士宮市情報化計画では、以下に掲げる基本方針を実現するため、三つの基本

目標を掲げて施策を推進してきました。 

 

【基本方針】 

「情報通信技術を安全で有効に活用できるまち」 

【基本目標】 

１ 電子自治体の推進 

２ 情報セキュリティの推進 

３ 情報格差の解消 

 

（１）電子自治体の推進 

 行政事務の情報化の推進については、出先機関のＡＤＳＬ回線※を光回線※へ更新し

たほか、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の定額給付金事業ではＡＩ－ＯＣＲ※

を実験導入するなど情報システムの整備を進めました。 

また、富士市との共同電算化事業を継続して実施することで、自治体クラウド※での

システム利用を継続しました。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を契機に、Ｗｅｂ会議※システム

の導入及びサテライトオフィス※の設置による分散勤務の試行を実施しました。 

 地理情報の高度利用については、インターネットでの公開のための調査・研究を進め

てきました。 

 マイナンバー※制度※の推進については、住民票と印鑑登録証明書について令和 2 年

（2020 年）3 月からコンビニ交付サービスを開始したほか、国の動向を見極めながらマ

イナンバーカード※を利用したサービスの調査・研究を進めてきました。 

 ＩＣＴ利活用による住民の利便性の向上については、静岡県の「ふじのくにオープン

データカタログ」を活用してオープンデータの公開を進めたほか、電子申請システムを

利用したオンライン申請を継続して実施してきました。 

  

 

３ 
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（２）情報セキュリティの推進 

 個人情報の保護対策については、令和 3 年（2021 年）4 月に情報セキュリティポリシ

ー※の改定を行ったほか、全職員を対象としたセキュリティ研修と全部署を対象とした

情報セキュリティ内部監査を継続して実施しました。 

 情報システムのセキュリティ対策については、情報セキュリティポリシーの改定によ

り国や県の方針に基づくセキュリティ対策の検討及び実施を継続したほか、ＩＴ推進リ

ーダーやマイナンバー利用事務職員にｅラーニング※を実施し、情報セキュリティ対策

を推進してきました。 

 

（３）情報格差の解消 

 情報格差の解消については、市内全域へ光ファイバ網の整備が完了したことにより、

インターネット利用環境における地域間格差が解消されました。  

・柚野地区：平成 29 年度（2017 年度）完了 

・上井出・白糸・猪之頭地区：令和元年度（2019 年度）完了 

なお、国のマイナポイント※付与事業におけるポイント申請のサポート及び新型コロ

ナウイルスワクチン接種のＷｅｂ予約※のサポートを実施しました。 

 

第５次富士宮市情報化計画の実施結果 

（凡例 ◎：実施済（完了） 〇：実施中（継続） △：検討中 ▲未実施） 

施策項目 施策の内容 実施結果 

【基本目標１】電子自治体の推進 

1-1 行政事務の情報化の推進 

ア 行政サービス向

上のため、情報シ

ステムの整備を進

めます 

庁内ネットワーク通信状況の把握及び整

理 

〇 

 

 

通信回線及び通信サービス、通信機器の更

新 

〇 

出先機関のＡＤ

ＳＬ回線を光回

線へ 

Ｗｅｂ会議システムの導入 ◎ 

令和 2年度に導

入 

人工知能（ＡＩ）、ソフトウェアロボット

（ＲＰＡ※）による業務自動化の取組の調

査・研究 

○ 

令和 2 年度、給

付金事業時にＡ

Ｉ－ＯＣＲを実
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験導入 

イ 経費の縮減や事

務の効率化のた

め、自治体クラウ

ドを進めます 

第１期共同電算化事業での共同化システ

ム運用 

◎ 

第２期共同電算化事業での共同化システ

ム構築及び運用 

◎ 

市独自システムのクラウド化※ ○ 

電子申請につい

て、令和 4 年度

より独自事業と

して継続予定 

次期共同電算化事業の検討 〇 

議会運営へのタブレット端末及びグルー

プウェア※の導入・運用 

◎ 

ウ 教育部門と連携

し、教育関係の情

報化整備を進めま

す 

富士宮市教育情報化推進基本計画の実施 ◎ 

次期富士宮市教育情報化推進基本計画の

策定 

〇 

エ 防災部門と連携

し、防災関係の情

報化整備を進めま

す 

防災システムについて、防災システム専門

部会で調査・研究 

△ 

災害時情報共有システムの更新 〇 

 

1-2 地理情報の高度利用 

ア 業務における地

理情報システムの

高度利用を進めま

す 

紙地図管理情報の電子データ化と全庁型

ＧＩＳ※への搭載 

○ 

職員向けＧＩＳの業務利用研修の実施 ◎ 

次期（仮称）全庁利用型ＧＩＳの検討 ○ 

イ 地理情報をイン

ターネットで公開

し、行政サービス

の向上を図ります 

公開用ＧＩＳ導入のための調査・研究 〇 

1-3 マイナンバー制度の推進 

ア 市民にとって利

便性の高い公正・

公平な社会を実現

するため、マイナ

ンバー制度を活用

マイナンバーカードを利用したサービス

向上手段の調査・研究 

〇 

図書館システム

更改にあわせて

図書館カード機

能をマイナンバ
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した情報システム

の整備を進めます 

ーカードへ搭載

検討 

証明書のコンビニ交付の実施 ◎ 

令和 2 年 3 月よ

り住民票と印鑑

登録証明にて実

施 

1-4 ＩＣＴ利活用による住民利便性の向上 

ア 市への申請や届

出等をいつでもど

こからでもできる

よう、インターネ

ットを利用した行

政手続のオンライ

ン化を進めます 

市民への電子申請の周知とニーズの把握 〇 

電子申請の通年申請の拡大 〇 

対象範囲の拡大

を検討 

職員への電子申請の利活用の推進 〇 

イ 市民生活の向上

や企業活動の活性

化等のため、市が

保有する情報をオ

ープンデータとし

て公開します 

オープンデータ化の推進方法を検討 〇 

対象データの拡

大に向けて推進

を検討 

オープンデータ対象項目拡大 〇 

93 項目公開済み

（県サイト） 

【基本目標２】情報セキュリティの推進 

2-1 個人情報の保護対策 

ア 業務運用面か

ら、個人情報の保

護対策を進めます 

富士宮市情報セキュリティポリシーの見

直し 

◎ 

令和 3 年 4 月 1

日改定 

新たなセキュリティ対策の研究 〇 

定期的に、職員を対象としたセキュリティ

研修と、情報セキュリティ内部監査の実施 

〇 

2-2 情報システムのセキュリティ対策 

ア 様々なサイバー

攻撃※に対処する

ため、情報システ

ムのセキュリティ

対策を進めます 

セキュリティ対策の検討及び実施 ◎ 

国や県の方針に基づくセキュリティ対策

の検討及び実施 

〇 
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イ 情報システムの

セキュリティに関

する知識を持つ人

材を育成します 

情報セキュリティ知識、意識の向上を目指

す研修等の実施 

◎ 

情報政策部門の職員を対象とした、専門的

な外部研修への参加 

◎ 

【基本目標３】情報格差の解消 

3-1 情報格差の解消 

ア 市民がインター

ネットやＩＣＴ機

器を安全・迅速・確

実に利用できるよ

う、市民のＩＣＴ

に関する知識の向

上を図ります 

インターネット利用やセキュリティ確保

のための講座を実施 

〇 

マイナポイント

申請支援 

ワクチン接種予

約支援 

安全にインターネットを利用するための

情報提供 

〇 

広報紙での周知 

イ インターネット

利用における地域

間格差を埋めるた

め、最新技術の把

握に努め、地域の

実情に合った対応

を進めます 

上井出・白糸・猪之頭地区へ光ファイバ網

を整備 

◎ 
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２ 市民アンケート調査結果に見る市民ニーズ 

 第５次富士宮市総合計画後期基本計画の策定に当たり、市民ニーズを把握するための

アンケート調査を令和元年（2019 年）9 月から 10 月までの間、以下の要領にて実施し

ました。 

【調査の方法】 

①アンケート期間 令和元年 9 月 27 日(金)～10 月 15 日(火) 

②調査対象区域  富士宮市にお住まいの方 

③対象者     18 歳以上 80 歳未満の男女 

④配布方法    郵便 

⑤回収方法    郵便又はＷｅｂ上の回答フォームより回収 

【回収率、調査率】 

①配布数     3,000 件 

②回収数     1,666 件 

         （郵送回答 1,453 件、Ｗｅｂ回答 213 件、Ｗｅｂ回答率 12.8%） 

③有効回答票数  1,664 件 

④回収率     55.5％ 

 ここでは、アンケート調査結果の中から情報化に関する設問を抽出して考察します。 

 

 「コンビニエンスストアの活用（証明書の交付、各種税や使用料の納付手続きなど）」

が 36.1%と最も多く、次いで「医療・福祉分野での活用」が 31.1%、「個人情報などのセ

キュリティ対策の充実」が 30.3%、「インターネットによる電子申請手続き（市への届

出、証明発行、イベント申込みなど）の充実」が 27.6%となっています。 

 届出や証明、納付などの身近な手続きでＩＣＴ利活用による利便性の向上を期待する

意向が強く見られる一方、個人情報保護などセキュリティ対策の充実に対する意向も見

られており、利便性と安全性のバランスが取れた情報化・デジタル化を志向する意見が

多いことが伺えます。また、商業・観光・イベント等への活用、防災分野の活用にも期

待が高いことが伺えます。 

 今後は、オンライン申請の充実を図りながら、活用へつなげる案内に努めるとともに、

セキュリティへの不安解消についての説明及び周知に取り組んでいきます。 

 また、マイナンバー制度の活用は全国的に見ても国の想定ほど進んでいないことから、

マイナンバーカードの普及促進に併せ、活用方法の検討を進めます。 

 

■問  今後ますます発展する情報通信社会において、富士宮市はどのような活用策に

重きを置く必要があると思いますか。（三つまでに〇）     
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３ 押印等の廃止と業務フローの作成 

（１）押印等の廃止 

行政手続における市民等の負担軽減及び利便性の向上並びに内部手続における事務

の効率化を図るとともに、デジタル化の推進に向けた環境を整備するため、押印等（押

印及び署名）の見直しを実施しました。 

その結果、令和 3 年 4月 1 日から、行政手続（契約書及び契約書に準ずるもの、委任

状、市が当事者の一方とならない診断書、証明書等を除く。）1,792 件のうち 1,759 件、

内部手続（人事手続、会計手続及び意思決定手続）353 件のうち 323 件、全体として

97.1％の手続において、押印等の義務付けを廃止しました。 

 

区分 件数 

 

廃止 

押印の種類 

存続 
実印 
＋ 

証明書 

実印 
のみ 

認印 

行政手続 1,792 1,759 33 26 7 0 

（
内
訳
） 

条例に基づくもの ３ 3 0 0 0 0 
規則等に基づくもの（要綱、
要領、規定、決裁を含む） 

1,531 1,498 33 26 7 0 

根拠規定がないもの 258 258 0 0 0 0 
内部手続 353 323 30 0 0 30 

（
内
訳
） 

条例に基づくもの 8 8 0 0 0 0 
規則等に基づくもの（要綱、
要領、規定、決裁を含む） 

258 232 26 0 0 26 

根拠規定がないもの 87 83 4 0 0 4 
合計 2,145 2,082 63 26 7 30 

 
（２）業務フローの作成 

 リスク管理に対応するとともに、行政事務のデジタル化を見据えた業務の効率化に役

立てるため、所掌する全ての事務事業について、様式を統一した業務フローを作成する

こととしました。 
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４ SWOT 分析、課題構造分析による現状把握 

 本計画の策定に当たり、本市のデジタル化に係る現状と課題を整理するため、20 歳

代及び 30 歳代の職員の参画による検討部会にて、ＳＷＯＴ（スウォット）分析並びに

課題構造分析を実施しました。 

 ＳＷＯＴ分析は、マーケティング戦略や企業戦略立案で多く利用されている分析手法

の一つであり、強み（Strength：ストレングス）、弱み（Weakness：ウィークネス）、機

会（Opportunity：オポチュニティ）、脅威（Threat：スレット）の頭文字を取ったもの

です。 

「内部環境」として、自身に起因する要因を分析し、強み（Ｓ）、弱み（Ｗ）として導

き出します。また、「外部環境」として、自身の努力で変えられない要因を分析し、機

会（Ｏ）、脅威（Ｔ）として導き出します。その上で、「どのように強みを生かすか」、

「どのように弱みを克服するか」、「どのように機会を利用するか」、「どのように脅威を

取り除くか、又は脅威から身を守るか」といった四つの要素をそれぞれクロスさせて分

析します。 

 課題構造分析では、ある課題に対して、克服するための手段を洗い出し、それらを課

題解決のための「目的」と、「手段」に構造化して分析する手法です。最終目的を達成

するための手段が段階的に整理され、課題解決の道筋や優先順位が明確になります。 

 検討部会では、「業務改革」「窓口改革」「市民生活」「教育福祉」「都市産業」の五つ

のテーマに分かれて分析を行いました。 

 

ＳＷＯＴ分析、課題構造分析の実施結果（要約） 

テーマ１：業務改革 

ＳＷＯＴ分析結果（抜粋） 

Ｓ
【
強
み
】 

ベテラン職員や手順・マニュアル整

備等による信頼性の強さ 

Ｗ
【
弱
み
】 

紙を中心とした従来型業務が多く

新しいことに取り組みにくい 

Ｏ
【
機
会
】 

 

オンライン手続やリモートでの業務

対応の実現 

Ｔ
【
脅
威
】 

新しい業務手順への対応やセキュ

リティリスクの増大 

課題構造分析結果（要約） 

現状業務の可視化と改革、改善に取り組み、デジタル化に対応した業務プロセスの見

直しを進める。その結果を踏まえ、業務知識の情報資産化をデジタルで行い、市民対

応のデジタル化につなげていく。 
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テーマ２：窓口改革 

ＳＷＯＴ分析結果（抜粋） 

Ｓ
【
強
み
】 

優れたチームワークとエキスパート

による高いパフォーマンスを実現 

Ｗ
【
弱
み
】 

標準化対応の遅れとシステムやエ

キスパートへの依存 

Ｏ
【
機
会
】 

 

業務改革とデジタル化による市民生

活の支援 

Ｔ
【
脅
威
】 

情報格差やセキュリティリスク、

業務負荷の増大 

課題構造分析結果（要約） 

デジタル対応を進め、オンラインによる申請・相談を実現することにより、市民に寄

り添ったデジタルサービスの実現を目指す。業務の可視化や標準化、マニュアル化に

取り組み、デジタル化により職員負荷の軽減を図ることにより、ワークライフバラン

ス※の実現を目指す。 

 

 

テーマ３：市民生活 

ＳＷＯＴ分析結果（抜粋） 

Ｓ
【
強
み
】 

専門性・リーダーシップのある人材

と 24 時間 365 日対応可能なシステ

ム 

Ｗ
【
弱
み
】 

専門性の高い人材やシステムへの

依存、業務整理や標準化ができて

いない 

Ｏ
【
機
会
】 

 

デジタル化によるサービスの実現と

データ活用 

Ｔ
【
脅
威
】 

コスト、工数の増大とセキュリテ

ィリスク、デジタルデバイド※の増

大 

課題構造分析結果（要約） 

業務の可視化と要件整理によりシステム要件を整理するとともに、文書・データの整

理と人員配置の見直しを行う。マニュアルに基づく人材育成を行い、情報共有を推進

することにより、業務の効率化と住民サービスの向上をデジタルで実現する。 
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テーマ４：教育福祉 

ＳＷＯＴ分析結果（抜粋） 

Ｓ
【
強
み
】 

人中心に支え合う仕組み Ｗ
【
弱
み
】 

属人的で、標準化されていない 

Ｏ
【
機
会
】 

 

データを活用した業務革新による効

率化、活性化 

Ｔ
【
脅
威
】 

導入負荷やセキュリティリスク、

デジタルデバイドの増大 

課題構造分析結果（要約） 

業務の標準化、マニュアル化を行い、ＩＣＴによる業務改善の検討を行う。それをも

とに窓口問合せ対応のデジタル化やオンライン申請の実現を図り、ＩＣＴによる業務

改善の実現と市民生活を支えるデジタル化の実現を目指す。 

 

 

テーマ５：都市産業 

ＳＷＯＴ分析結果（抜粋） 

Ｓ
【
強
み
】 

整理された過去資料と優れた人材に

より、組織対応が機能している 

Ｗ
【
弱
み
】 

専門的な対応は属人化している 

Ｏ
【
機
会
】 

 

職員の作業負荷軽減と資料管理スペ

ースの整理、地域データの取り込み 

Ｔ
【
脅
威
】 

導入コストの増大 

課題構造分析結果（要約） 

現状業務の可視化と業務の見直しによりシステム要件を明確にし、デジタル化や標準

化に対応する。その結果として、市民の生活目線に沿ったデジタル化の実現を図る。 

 

 

【総合分析】 

 五つのテーマの全体を通して見出された課題の一つに「属人化」がありました。 

 業務において、経験値や専門性の高い人材への依存が見受けられたことから、業務の

標準化やマニュアル整備等の必要性と知識・経験の適切な継承の必要性が確認されまし

た。これらの対策として、業務フローの管理及び更新を的確に実施し、業務の標準化を

図る必要があります。 
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第４章 富士宮市のＤＸ推進の方向性 

 

 この章では、本市の考えるＤＸ推進について、その方向性をまとめました。 

基本方針と目標を設定し、行動指針及びＤＸ推進に係る施策の体系を整理しました。 

 

１ 基本方針と目標 

 本計画は、第５次富士宮市総合計画(平成 28 年度～令和 7 年度)が掲げる将来都市像

『富士山の恵みを活かした 元気に輝く国際文化都市』の実現に向けて、ＤＸの推進に

関する施策の方向性を打ち出すものです。 

 近年、デジタル技術が急速に進歩する中、先進的なデジタル技術を活用して、これま

での制度や組織の在り方等を変革するＤＸの推進が期待されています。 

 また、現在の社会情勢に対しては、コロナ禍に伴う生活様式の変化による新たな日常

への移行や、少子高齢化が進行する中、労働人口の絶対的な不足、いわゆる 2040 年問

題※についても対応していくことが求められています。 

 それには「制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していく」、「デジタル

技術やデータを活用して、市民の利便性を向上させる」、「業務効率化を図り、人的資源

を行政サービスにつなげていく」といったことが必要です。 

 そこで、これまでのデジタル化の取組及び国・県の動向、社会情勢等を踏まえ、本市

におけるＤＸ推進の基本方針を次のとおり定めます。 

 

【基本方針】 

誰にも優しく、誰もが便利に、誰もが安心できるデジタル社会 

 

 

 基本方針の実現に向け、ＤＸ推進に取り組むための目標を次のとおり定めます。 

【目標】 

１ デジタルで、より快適・より便利を実現  －市民サービスの向上－ 

２ デジタルで、人・組織磨きを実現     －業務の質の向上－ 

 

 

 

 

 

 

 

４ 
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２ 行動指針 

 ＤＸ推進の基本方針の実現に向け、単なるデジタル化の置き換えに留まらないよう、

業務そのものや組織、プロセスを変革するものとして、行動指針を次のとおり整理しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意識 
をカエル 

仕事 
をカエル 

働き方 
をカエル 

３つのカエル（変える） 

便利 
にカエル 

満足 
にカエル 

安心 
にカエル 

市民の評価にカエル（変える） 

（業務改善を追求） （働きやすい職場を実現） （サービスを素早く提供） 
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３ ＤＸ推進施策の体系 

 ＤＸ推進の基本方針の実現に向け、施策の体系を次のとおり整理しました。 

 

 

 
基本方針 『誰にも優しく、誰もが便利に、誰もが安心できるデジタル社会』 

目標１ 『デジタルで、より快適・より便利を実現』－市民サービスの向上－ 

施策１ マイナンバーカードの普及促進 

施策２ 行政手続のオンライン化 

施策３ 窓口のデジタル化 

施策４ デジタルデバイド対策 

施策５ データの利活用 

施策６ 地域社会のデジタル化 

目標２ 『デジタルで、人・組織磨きを実現』－業務の質の向上－ 

施策７ 業務改革の推進 

施策８ 情報システムの標準化・共通化 

施策９ 富士市との共同電算化事業 

施策 10 セキュリティ対策の徹底 

施策 11 テレワーク※の推進 

施策 12 情報基盤の再構築 

施策 13 デジタル人材の育成 
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第５章 富士宮市のＤＸ推進に向けた取組 

 

 この章では、第４章で示した体系図に基づき、各々の施策と取組についてまとめまし

た。 

なお、取組の中には、国が示した「自治体ＤＸ推進計画」において、重点取組事項と

して挙げられた六つの取組と、自治体ＤＸの取組と併せて取り組むべき事項の二つにつ

いても含めています。 

 
１ デジタルで、より快適・より便利を実現 －市民サービスの向上－ 

 
施策 1 マイナンバーカードの普及促進 

 

＜将来あるべき姿＞ 

全ての市民が、マイナンバーカードやマイナンバーカードの機能が搭載されたスマート

フォン等を利用して、市役所や民間の様々なサービスを利用することができ、申請等に係る

手続が簡素化されます。 

 

＜方向性＞ 

・マイナンバーカードの全市民の取得を目指す。 

・健康保険証としての利用、運転免許証との一体化等の利活用を進める。 

・安全性の周知を図る。 

・申請体制を充実する。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康保険証として利用、運転免許証との一体化等 
マイナンバーカードの

利活用拡大の啓発 

R4 R5 R6 R7 R8 

 マイナンバーカード

申請の出張受付等 

 証明書のコンビニ

交付の充実 

実施 

検討 

５ 

 図書館利用カード

機能の搭載 搭載 

 マイナポイントの活

用 
検討 
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施策２ 行政手続のオンライン化 

 

＜将来あるべき姿＞ 

全ての行政手続が、オンラインで手続できるようになります。時間の制約を受けることな

く、いつでもどこでも申請や届出ができ、その結果もオンラインで受け取ることができるよ

うになります。申請や届出で市役所に行くために仕事や家事、学校を休むこともなくなりま

す。 

 

＜方向性＞ 

・デジタル手続法に基づき、行政手続のオンライン化を実施する。 

・自治体ＤＸ推進計画に基づき、「特に国民の利便性向上に資する手続」について、マイナ

ポータル※等からオンライン手続を可能にする。 

・手数料等のキャッシュレス※決済の充実を図る。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子育て・介護手続のマ

イナポータル等から

のオンライン手続 

 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

 オンライン手続でのキ

ャッシュレス決済 
検討・導入 

 
公共施設のオンラ

イン予約 

(指定管理施設含む) 

検討・導入 
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施策３ 窓口のデジタル化 

 

＜将来あるべき姿＞ 

自分のスマートフォンやタブレット等の機器にアプリが搭載され、自分で調べたり、入力

したりする手間が省かれ、アプリの質問に答えるだけで申請や届出ができるようになりま

す。 

 

＜方向性＞ 

・スマートフォン等の機能やアプリを利用して、「書く」ことを必要としないサービスを推

進する。 

・市役所に行かなくてもパソコン、スマートフォン等で行政サービスが受けられる環境を整

備する。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民課等窓口での

キャッシュレス決済 

 
オンライン相談・ＡＩ

チャットボット※に

よる問合せ 

 小中学生の体温観

察アプリ 

 各種証明等のデジ

タル化 

 電子図書貸出 

道路破損通報等の

アプリ 
 

R4 R5 R6 R7 R8 

導入 

検討 

検討 

導入 

検討・導入 

導入 
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施策４ デジタルデバイド対策（情報格差対策） 

 

＜将来あるべき姿＞ 

スマートフォンやパソコン等のデジタル機器が苦手な方、あるいは何らかの理由で使う

ことができない方であっても、デジタル技術を活用して、誰もが申請や届出を容易にできる

ようになります。 

 

＜方向性＞ 

・デジタルによるサービスを利用できる人と、そうでない人との間に生じる格差の解消とセ

キュリティ意識の向上を図る。 

・意識しなくても、デジタル技術の利便性を享受できる環境をつくる。 

・スマートフォンの利用を体験できる機会を提供する。 

・地域等での「支え合い」が進む環境をつくる。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 高齢者向けスマー

トフォン相談会 

 
大学生・高校生による

スマートフォン操作支

援の機会創出 

 通信事業者による

講習会 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

検討・実施 

検討・実施 

 地域ボランティア

の育成 検討・実施 
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施策５ データの利活用 

 

＜将来あるべき姿＞ 

市の保有する公開可能な全ての情報のオープンデータ化により、まちづくりや市民によ

る情報の活用が活発になり、様々なアプリによって、防災や福祉サービス等が充実します。 

 

＜方向性＞ 

・多種多様な情報を相互に連携させ新たな価値を生み出すため、官民データ活用推進基本法

に基づき、市が保有するデータについて、容易に利用できるようオープンデータ化を推進

するとともにＥＢＰＭ※を行う。 

・民間における公共データの利活用を推進し、新産業の創出や市民生活の利便性向上を目指

す。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

オープンデータの

充実 
 

ＧＩＳによる道路台

帳情報等 
 

文化資料等のアー

カイブ※化 
 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討 

検討・実施 

公開 
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施策６ 地域社会のデジタル化 

 

＜将来あるべき姿＞ 

社会生活や福祉の領域において、デジタル化の推進により、一人一人の必要性に応じたサ

ービスが実現されています。さらに、観光振興や学校教育の高度化、文化や歴史のグローバ

ル化等、多くの領域でデジタル化の恩恵が実感されています。 

 

＜方向性＞ 

・デジタル技術を活用し、産業活動の活性化など新たな価値創出につなげる。 

・デジタル技術を活用し、地域に根差したサービスを提供し、地域住民の生活を豊かにする。 

・学校におけるＩＣＴを活用し、地域社会とのつながりを深める。 

 

＜取組内容＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
医療・介護・福祉の

連携強化のための

デジタル化 

 
ローカル５Ｇ※等の

高速通信技術の環

境づくり 

 産業分野における

デジタル化の支援 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

検討 

検討・実施 

 教育分野における 

ＩＣＴの活用 

 自治会活動における

デジタル活用の支援 

検討・実施 

 地域防災における 

ＩＣＴの活用 検討 

検討・実施 
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２ デジタルで、人・組織磨きを実現 －業務の質の向上－ 

 
施策７ 業務改革の推進 

 

＜将来あるべき姿＞ 

申請や届出の処理が自動化され、内部業務のデジタル化が完了しています。このことによ

って、業務が効率化され、少ない人数で素早い業務処理が可能になります。職員は、より地

域サービスの充実のための業務に注力しています。 

 

＜方向性＞ 

・業務フローの標準化、定型業務の自動化、業務の見直し及びＢＰＲ※を実施し、情報シス

テム標準化による対応にもつなげる。 

・ＡＩやＲＰＡ等の新技術の活用により、職員を定型的な事務作業から解放し、職員でなけ

ればできない企画立案業務や住民への直接的なサービス提供などに特化できるようにす

る。 

・行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結させるために不可欠なデジ

タル３原則（デジタルファースト※、コネクテッド・ワンストップ※、ワンスオンリー

※）の実現に向けて業務改善を進める。 

・電子決裁を推進し、ペーパーレス※化につなげる。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

全庁統一的なＢＰＲ

手法の確立 
 

ＡＩ・ＲＰＡを利用し

た業務効率化 
 

業務におけるタブ

レットやドローン等

の活用 

 

電子決裁の拡大、

文書管理システム

の導入 

 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

検討・実施 

検討・実施 

検討・実施 
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施策８ 情報システムの標準化・共通化 

 

＜将来あるべき姿＞ 

税や福祉等の基幹系業務は、全国共通の標準仕様に基づくシステムによって稼働してお

り、自治体の規模にあった効率的な事務が行われています。さらに、内部情報系システムに

ついても、標準仕様に基づくシステムにより事務が行われています。 

 

＜方向性＞ 

・「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、基幹系 20業務※について、

令和 7年度末を目標に標準準拠システムへ移行する。 

・令和 7 年度末までに、ガバメントクラウド※によるシステム運用を目指す。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

基幹系業務システム

の標準化・共通化 

内部系情報システ

ムの標準化 

 運用 

 検討 

 検討・導入 

R4 R5 R6 R7 R8 



32 
 

 

 

施策９ 富士市との共同電算化事業 

 

＜将来あるべき姿＞ 

運用保守における様々な業務支援がより最適化されています。 

 

＜方向性＞ 

・運用・保守に関する様々な業務支援（帳票印刷、封入封緘、ヘルプデスク業務、システム

連携等）とともに、第２期共同電算化事業期間を１年延長し、情報システムの標準化・共

通化への確実な対応を実施する。 

・次期（第３期）共同電算化事業に向けた検討を実施する。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

基本計画及び実施

計画策定 
 

システム構築及び

データ移行並びに

運用 

 

R4 R5 R6 R7 R8 

システム構築及び

データ移行 
運用 

実施計画 基本計画 
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施策 10 セキュリティ対策の徹底 

 

＜将来あるべき姿＞ 

サイバーセキュリティリスクを踏まえ、市民情報を含む全ての情報が適切に管理保護さ

れています。 

 

＜方向性＞ 

・国の動向等を踏まえ、効率性・利便性の向上と情報セキュリティ確保の両立に向け、情報

セキュリティポリシーの見直しを行い、情報セキュリティ対策の強化を図る。 

・「三層の対策※」を確実に行い、次期静岡県自治体セキュリティクラウドへの移行を図る。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報セキュリティポ

リシーの見直し 
 

次期静岡県自治体

セキュリティクラウ

ドへの移行 

 

技術的なセキュリ

ティ対策 
 

職員向けセキュリ

ティ研修 
 

R4 R5 R6 R7 R8 

実施 

検討・実施 

検討・実施 

実施 
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施策 11 テレワークの推進 

 

＜将来あるべき姿＞ 

テレワークによる職員の多様な働き方が実現されています。さらに、会議や研修等も自宅

を含む庁外からのアクセスにより、集まることなく実現することで業務の効率化が図られ

ています。 

 

＜方向性＞ 

・災害時や感染症拡大防止時等において、業務の遂行や市民サービスの提供が継続できる環

境づくりを進める。 

・ワークライフバランスの観点から、育児や介護など時間的制約がある職員が、仕事と生活

の両立を可能とする環境づくりを進める。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

テレワーク環境整

備 
 

育児や介護に係る

テレワークを活用

した在宅勤務 

 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

検討・実施 
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施策 12 情報基盤の再構築 

 

＜将来あるべき姿＞ 

ガバメントクラウド等の外部との通信環境及び内部のネットワーク環境が最適化されて

います。 

 

＜方向性＞ 

・一人１台ＰＣを配備した現行のネットワーク環境等を見直し、これからのデジタル化に対

応する最適な庁内インフラ環境を再構築する。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 
 

ネットワーク等の庁

内インフラ環境再

構築 

 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討 
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施策 13 デジタル人材の育成 

 

＜将来実現している姿＞ 

デジタル化にふさわしい能力要件に基づいた人材育成のためのプログラムが稼働するこ

とで、対応能力を備えた人材により、デジタル行政が安定的に遂行されます。 

 

＜方向性＞ 

・デジタル技術の知識を高める人材育成に取り組む。 

・デジタル化の意識を高める人材育成に取り組む。 

・デジタル技術の知識を高める組織体制づくりに取り組む。 

 

＜取組内容＞ 

 

 

 

 

 

 

 有識者による職員

研修 

 デジタル技術に係

る研修 

 デジタルスキルに応

じた体系的な研修 

 情報主管課職員に

必要な研修 

R4 R5 R6 R7 R8 

検討・実施 

検討・実施 

検討・実施 

検討・実施 

 ＤＸを推進する体

制づくり 検討・実施 
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第６章 富士宮市のＤＸ推進に向けて 

 

この章では、本市におけるＤＸ推進において、計画の実施に伴う推進体制と進行管理

について整理しました。 

 

１ 計画の推進体制 

 本計画を総合的かつ着実に実施していくために、組織横断的なＤＸ推進体制を確立し、

全庁的なＤＸ推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（仮）富士宮市ＤＸ推進会議 

議長  副市長 

委員  副市長       総務部長      企画部長 

      財政部長      市民部長      産業振興部長 

   環境部長      保健福祉部長    都市整備部長 

       水道部長      危機管理監     市立病院事務部長 

    会計管理者     消防長       教育部長 

     市議会事務局長   監査委員事務局長 

  

幹事  行政課長      企画戦略課長    秘書課長 

広報課長      デジタル推進課長  財政課長       

 

事務局 デジタル推進課 

（仮）ＤＸ推進リーダー 

（仮）ＤＸ推進員 

専門部会 

６ 
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２ 計画の進行管理 

 本計画をより実効性の高いものとするため、デジタル技術の進展や国等の施策の動向

等を勘案しつつ、適宜見直しを図ります。またＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を継続

して行い、基本方針の実現に向けて計画のブラッシュアップに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan：計画 
・施策の実現目標の設定 

・実行体制の整備、実施期間の設定 

・実行経費の積算と折衝 

Do：実行 
・施策の実行 

 

Check：評価 
・施策の実現度の評価 

・施策実行の問題点の抽出 

・問題解決策の検討 

Action：改善 
・問題解決策の実行 

・施策の実現目標の見直し 

(仮)富士宮市 DX 推進会議 

で進捗等確認・評価 

専門部会で検討・実行の設定 
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用語集 

用語 説明 

ＡＤＳＬ回線 ADSL は Asymmetric Digital Subscriber Line/アシン

メトリック・デジタル・サブスクライバー・ラインの略で、メタルケ

ーブルを使用した、従来の電話回線を利用してインターネット

通信する方法のことです。 

AI Artificial Intelligence/アーティフィシャル・インテリジェン

スの略で、学習・推論・認識・判断などの人間の知能を持たせ

たコンピュータシステムのことです。 

人工知能と訳されます。 

AI-OCR OCR※（光学文字認識）に AI（人工知能）を加えて、印字や手

書き文字を高精度で認識し、デジタル化する技術のことです。 

AI チャットボット チャットボットとは、人間と会話しているような受け答えを、ロ

ボットが自動で行うコミュニケーションツールのことを言いま

す。ネットワーク上のコミュニケーションを示す「チャット」と、ロ

ボットの略称「ボット」を合わせた言葉で、ロボットに会話ルー

ルをプログラミングすることで、自動的な受け答えが可能とな

ります。 

AI チャットボットは、この仕組みに AI を活用したもので、自

動会話プログラムのことを指します。 

BPR Business Process Re-engineering/ビジネス・プロセ

ス・リエンジニアリングの略で、いわゆる「業務改革」のことで

す。業務本来の目的に向かって既存の組織や制度を抜本的に

見直し、プロセスの視点で、職務、業務フロー、管理機構、情

報システムを再構築し、業務プロセス全体の最適化を図る取

り組みです。業務の無駄を省く業務改善とは異なり、組織改革

などの抜本的な効果を得ることができます。 

CIO Chief Information Officer/チーフ・インフォメーション・

オフィサーの略で、組織における情報や情報技術に関する最

高情報責任者のことです。 

DFFT Data Free Flow with Trust/データ・フリー・フロー・ウィ

ズ・トラストの略で、信頼性のある自由なデータ流通のことを

言います。「プライバシーやセキュリティ・知的財産権に関する

信頼を確保しながら、ビジネスや社会課題の解決に有益なデ

ータが国境を意識することなく自由に行き来する、国際的に自

由なデータ流通の促進を目指す」という、日本が 2019 年（平

成 31 年）1 月のダボス会議及び同年 6 月の G20 大阪サミッ

トにおいて提唱したコンセプトです。 
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DX Digital transformation/デジタル・トランスフォーメーショ

ンの略で、進化したデジタル技術を活用し、人々の生活をより

良いものへと変革することを言います。 

英語でトランスフォーメーションを X-formation と記載する

ことが多いため、略称が DX となっています。 

EBPM Evidence-Based Policy Making/エビデンス・ベースト・

ポリシー・メイキングの略で、統計データや各種指標などの客

観的な証拠を基にして政策立案を行うことです。 

e ラーニング パソコン等の情報機器やインターネットを使った学習のことで

す。 

GIS（地理情報システム） Geographic Information System/ジオグラフィック・イ

ンフォメーション・システムの略で、地理情報システムのことで

す。地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデ

ータ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し

て、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術を言います。 

ICT Information & Communications Technology/インフ

ォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジーの略で、

情報通信技術のことです。 

IoT Internet of Things/インターネット・オブ・シングスの略で、

モノのインターネットと訳されます。様々な「モノ」がインターネ

ットに接続され、情報交換することにより相互に制御する仕組

みを言います。 

OCR Optical Character Recognition（Reader）/オプティカ

ル・キャラクター・リコグニション（リーダー）の略で、光学文字

認識のことです。具体的には、スキャナなどを使い、印刷され

た文字や紙に書かれた手書き文字を読みとり、コンピュータが

利用できるデジタルのテキストデータへと変換する技術のこと

です。 

RPA Robotic Process Automation /ロボティック・プロセス・

オートメーションの略で、コンピュータ上で行われる業務プロ

セスや作業を人に代わり自動化する技術です。 

コスト削減や、ミス削減はもちろん、働き方改革の即効薬とし

ても期待されています。 

Web 会議/予約 インターネットが使える環境において、パソコンやスマートフォ

ン、タブレットなどを使って行われる会議や予約手続のことで

す。 

2040 年問題 少子化による急速な人口減少と 1971 年～1974 年の第二次

ベビーブームに生まれた団塊ジュニア世代が高齢者（65 歳以

上）になることで高齢者人口が最大となる 2040 年頃に、日本
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社会が直面すると予測されている内政上の危機のことを言い

ます。労働人口が激減して労働力不足が深刻になるだけでな

く、年金や医療費などの社会保障費も増大することが予想さ

れています。 

5G 5th Generation /ファイブス・ジェネレーションの略で、第 5

世代移動通信システムのことです。従来の通信システムに比

べ高速・大容量で多数同時接続が可能になるなどの特徴があ

ります。 

アーカイブ 英語表記はarchive で、複数のファイルを一つにまとめること

です。あるいはまとめたファイル、書庫とも言います。その他、

インターネットで古いソフトウェアや発言、メッセージなどをまと

めて保存している場所をさす場合もあります。本来は古記録、

公文書、記録保管所を意味する言葉のことです。 

オープンデータ 国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、

国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編

集、再配布等）できるよう公開されたデータのことです。定義

は、①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルール

が適用されたもの、②機械判読に適したもの、③無償で利用

できるもの、とされています。 

取組の意義と目的は、①国民参加・官民協働の推進を通じた

諸課題の解決、経済活性化、②行政の高度化・効率化、③透

明性・信頼の向上です。 

ガバメントクラウド 政府の情報システムで、共通的な基盤・機能を提供する複数

のインターネットサービスの利用環境のことを言います。 

基幹系 20 業務 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律において、

利便性の向上及び地方公共団体の行政運営の効率化の観点

から、政令で特定された標準化の対象となる事務のことです。 

具体的には、①児童手当、②住民基本台帳、③選挙人名簿管

理、④固定資産税、⑤個人住民税、⑥法人住民税、⑦軽自

動車税、⑧就学、⑨国民健康保険、⑩国民年金、⑪障害者

福祉、⑫後期高齢者医療、⑬介護保険、⑭生活保護、⑮健康

管理、⑯児童扶養手当、⑰子ども・子育て支援、⑱戸籍、⑲戸

籍の附票、⑳印鑑登録の 20 業務です。 

キャッシュレス クレジットカードや電子マネー、口座振替を利用して、紙幣・硬

貨といった現金を使わずに支払・受取を行う決済方法のこと

です。 

クラウド化 企業や官庁などの情報システムで、自社内に機器を設置して

運用してきたシステムを、ネットワークを通じて外部の事業者

のクラウドサービス※を利用する方式に移行することを言いま
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す。 

クラウドサービス 従来は手元のコンピュータに導入して利用していたようなソフ

トウェアやデータ、あるいはそれらを提供するための技術基盤

（サーバ等）を、インターネットなどのネットワークを通じて必要

に応じて利用者に提供するサービスのことです。 

グループウェア 庁内や社内等で情報共有、コミュニケーションを行うツールの

ことです。 

コネクテッド・ワンストップ 民間サービスを含め複数の手続・サービスをワンストップで実

現することです。 

サイバー攻撃 サーバー、パソコン、スマホなどの情報端末に対して、ネットワ

ークを通じシステムの破壊やデータの窃取、改ざんなどを行う

行為のことです。 

サテライトオフィス 企業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れた所に設

置されたオフィスのことです。当市では、コロナ禍における勤

務形態の一つとして、勤務者が遠隔勤務できるよう、本庁舎

以外の市の施設等に通信環境を整えた事務スペースを設置

しました。 

三層の対策 三層分離とも言い、自治体のネットワークを基幹系と情報系と

いう 2 つからさらに細分化させ、インターネット接続系ネットワ

ーク、日々の業務を行う LGWAN 接続系ネットワーク、そして

住基ネットに接続し、個人情報等を扱うマイナンバー利用事務

系ネットワークの 3 つに分けることで、セキュリティ性を高める

仕組みや考え方のことです。 

自治体クラウド 地方公共団体が、情報システムを庁舎内で保有・管理するこ

とに代えて、外部のデータセンターで保有・管理し、通信回線

を経由して利用できるようにする取組のことです。複数の地方

公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることによ

り、経費の削減及び住民サービスの向上等を目的とするもの

です。 

情報セキュリティポリシー 企業や官公庁等、組織において実施する情報セキュリティ対

策の方針や行動指針のことです。情報セキュリティポリシーに

は、社内規定といった組織全体のルールから、どのような情報

資産をどのような脅威からどのように守るのかといった基本的

な考え方、情報セキュリティを確保するための体制、運用規

定、基本方針、対策基準などを具体的に記載します。 

デジタルデバイド コンピュータやインターネットなどの情報通信技術を利用した

り使いこなしたりできる人と、そうでない人の間に生じる格差

のことです。国内の都市と地方などの地域間の格差を指す地

域間デジタル・デバイド、身体的・社会的条件から情報通信技
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術(ICT) を使いこなせる者と使いこなせない者の間に生じる

格差を指す個人間・集団間デジタル・デバイド、インターネット

等の利用可能性から国際間に生じる国際間デジタル・デバイ

ドがあります。 

デジタルファースト 個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結することで

す。 

テレワーク ICT を活用して、場所と時間を有効に活用できる柔軟な働き

方のことです。企業等に勤務する被雇用者が行う雇用型テレ

ワーク（住宅勤務、モバイルワーク、サテライトオフィス等での

勤務）と、個人事業者・小規模事業者等が行う自営型テレワー

ク（住宅ワーク、SOHO）に大別されます。 

光回線 「光ファイバ」と呼ばれる伝送路（光回線）の中に光信号を通し

て行われる高速通信のことです。 

ＡＤＳＬ回線に比べ、高速かつ安定した通信が可能となりま

す。 

ペーパーレス 紙媒体をデジタル化してデータとして活用・保存することを指

します。ビジネスにおいては、紙で運用されていた文書・資料

等をデジタル化して、業務効率改善やコスト削減を図ることを

ペーパーレス化と呼びます。 

マイナポイント マイナンバーやキャッシュレス決済の普及促進を目的とする国

の消費活性化策の一つです。マイナンバーカードを使って予

約・申込を行い、選んだキャッシュレス決済サービスでチャー

ジや買い物をすると、そのサービスで、利用金額の 25％分の

ポイントがもらえる仕組みです。（ポイント付与の事業期間は

令和 3 年 12 月末まで） 

令和 3 年 11 月 19 日に「コロナ克服・新時代開拓のための経

済対策」が閣議決定され、「マイナポイント第２弾」の実施が予

定されています。 

マイナポータル 政府が運営するオンラインサービスです。子育てや介護を始

めとする、行政手続の検索やオンライン申請がワンストップで

できたり、行政機関からのお知らせを受け取れたりする自分

専用のサイトです。 

マイナンバー 住民票を有する全ての人に設定される１人１つの 12 桁の個人

番号（マイナンバー）のことです。社会保障、税、災害対策の分

野で効率的に情報を管理し、複数の機関が保有する個人の情

報が同一人の情報であることを確認するために活用されま

す。 

マイナンバーカード 本人の申請により交付され、個人番号を証明する書類や本人

確認の際の公的な本人確認書類として利用でき、様々な行政
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サービスを受けることができるようになる IC カードのことで

す。カードの表面には①氏名、②住所、③生年月日、④性別、

⑤顔写真、⑥マイナンバーカード及び電子証明書の有効期限

の記載欄、⑦セキュリティコード、⑧サインパネル領域（券面の

情報に修正が生じた場合、その新しい情報を記載（引越した

際の新住所など）、⑨臓器提供意思表示欄が記載されます。な

お、個人番号は裏面に記載があります。 

マイナンバー制度 行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公正な社会の実

現のための社会基盤のことです。社会保障、税、災害対策の

分野で効率的に情報を管理し、複数の機関が保有する個人の

情報が同一人の情報であることを確認するために活用されま

す。 

ローカル 5G 企業や自治体が自ら局所的な5Gシステムを構築し、プライベ

ートネットワークなどとして導入・利用可能な「自営の 5G」のこ

とです。このローカル 5G は、通信事業者（キャリア）が提供す

る通常の 5G（第 5 世代移動体通信システム）とは別の無線通

信システムです。ローカル 5G を利用したい企業や自治体は、

それぞれ独自に 5G 基地局を作って通信システムを構築でき

るようになります。 

ワークライフバランス 一人一人が自分の時間を、仕事とそれ以外で、どのような割

合で分けているか、どのようなバランスにしているか、というこ

とを言います。 

ワンスオンリー 一度提出した情報は二度提出することを不要とすることを言

います。 
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外から庁舎にアク

セスする仕組みを

作る機会

チャットボット

の導入

※

市民のICTリテラ

シーの差

市民への普及

利用促進

いつでもどこでも

仕事できることに

より、休みと仕事

のさかいがあいま

いつでも仕事が

できてしまう

テレワーク導入に

よる職員の勤怠

管理

業務と私生活の

線引きがあいまい

になる

新しい業務の

やり方への適応

設備の

老朽化

※
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コロナの密を防ぐため

に

ワーケーションを検討

する。

リモート業務、

テレワークの

実施コロナで働き方の見直

しが必要なため、

テレワークをすすめる。

働きやすい環境整備

のためにテレワーク導

入を検討する。

職場内でのコロナ感染

を防ぐために、

テレワークの導入を検

討する。

市民の申請等にかか

る負荷をへらし

三密をさける事で

新しい生活を支援

電話応対を減らすため

にチャットボットを導入

する。

窓口、電話応対の時

間を減らすために、

ＡＩチャットボットの導入

を検討する。

市民の利便性向上の

ために、いろんな電子

申請を検討する

高齢者等への見守り

問題について、

リモートでの安否確認

が取れるよう取り組む

デジタル弱者を取り残

さないためにスマホ教

室を開催する

「申請」自体に時間が

かかるので、

申請は原則デジタル

化する

人手が足りないため、

オンラインで手続きで

きるようにする

人手不足解消のため

に、

証明書などの自動交

付機を設置する。

市民対応の

デジタル化

業務知識の

情報資産化を

デジタルで行う

職員の業務知識を

均等になるような

業務知識の集約化す

る

（マニュアル）

ITリテラシーが不足し

ているため、

職員の教育に力を入

れる

職員の「データ化」に

対する意識に差がある

ため、研修や実践を通

して能力の向上を図る

ＩＴリテラシーの底上げ

のために

講座をひらく

個人情報の流出をふ

せぐために、

職員の意識をしっかり

もってもらう

デジタル人材

の育成

テレワークを可能にす

べく、庁内ネットワーク

上のデータをクラウド

上にのせ、各自の家

からでもデータの編集

が可能になるようにす

る。

個人により、仕事量に

差があるから、

同一業務の全国的な

平均負担データから、

仕事量の適正化を図

る

仕事量に差があるた

め、

業務の分担を見直し、

職員全体で対応する

フレキシブルに。

業務が属人化すること

を防ぐために、業務の

整理、見直しを行う。

現状業務の可視化

と整理

改革、改善

人手が足りないから、

他自治体の成功事例

をよりオープンにして、

共有する

先行事例の

調査、研究

業務効率化のために、

AI、RPAの導入を検討

する。

人手不足の改善のた

めに、

AI-OCRを導入する。

業務プロセスの

見直しとデジタル化

紙の書類を減らすため

に、電子決裁システム

を導入する。

ペーパーレス化のため

に

電子決裁を導入する

紙でのやりとりが多い

ため、

電子かする業務改善

少ない人手での負担

を減らすために

増員する

災害時等の不測な事

態に迅速に情報収集

できるよう、自分の端

末等を業務利用できる

よう検討する。
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テーマ： 日付： 日付：

R3. 8. 17 窓口改革 R3. 8. 17
窓口改革

2021/8/17窓口改革 2021/8/17

Ｓ

W

O

T
エキスパートへの

依存

オンリーワンの

仕事が存在する

ことが弱み

経験年数の長い

先輩に頼ってしま

うことが多いこと

が弱み

情報を使った課題

解決を可能とする

施設である、と周

知されていないの

が弱み

知を選択する自

由度が高すぎて

資料を使いこなす

のが難しいのが

弱み

富士宮・富士山に

関する豊富な資

料が、利用者に

とってアクセスし

やすいとは言えな

いのが弱み。

情報格差が

大きくなる

情報弱者が

置いていかれる

職員削減の

動き

リモートワークに

すると

なまける人が出る

業務が細分化さ

れて、職員によっ

てできない業務が

ある

印刷物が多く、

郵便代がかかる

のが弱み

市民のデジタルリ

テラシー向上を図

るには、職員もデ

ジタル技術まわり

にある程度精通し

ていないといけな

い

システムに頼るこ

とが多くなり、職

員にもシステムの

知識が必要にな

る

デジタルデバ

イド（情報格

差）の拡大

専用のシステム

がある

他課との連携がと

れており、手続き

がスムーズという

強み

安定した

システム運用

富士宮、富士山

についての資料

なら

どこにも負けない

のが強み。

誰もが自由に、

未知なる知に

触れられるのが

強み。

正規職員で司書

を採用、長期的に

専門職員を育成

できるのが強み。

働きやすい

環境

地域の活性化

観光誘致

Ｗｅｂ上で

デジタルアーカイ

ブ公開

世界中から富士

宮の歴史にアクセ

ス可能に！

ＡＩＯＣＲの導入に

よる時間外の削

減

窓口業務減によ

る職員の残業削

減

業務改革

資料保管場所の

有効活用
有給消化の推進

Ｚｏｏｍ等を

使った

おはなし会等のイ

ベント

フレックスタイム

（勤務）

の導入

リモートワークに

より感染予防

ビデオ電話の導

入で窓口の来客

数を減らす

リモートで世界中

の人と話すことが

できる

市民のデジタルリ

テラシー向上を目

的としたイベント・

講座の開催

デジタルデバイド

の解消

電子申請の導入

在宅したまま

入金することがで

きる

公共料金・証明書

のキャッシュレス

化

（クレジットカード、

PAYPAY等）の機

会

ペーパーレス

転出手続きの電

子申請化による

郵送料をなくす機

会

スマホ上に

図書館利用カード

のバーコードを表

示。

利用カードの代わ

りにできる機能。

音声入力をするこ

とで、書類作成の

時間が短縮でき

る。

翻訳機利用で、ど

んなお客も対応で

きる 図書館内で使え

る、

ネットにつながっ

たタブレット端末

等の貸し出し

書類の郵送手続

きを電子化する

デジタル化に

よる市民生活

の支援

マイナンバーカー

ドのスマホ化によ

り荷物の軽量化

の機会

マイナンバーカー

ド利活用による管

理の容易化

マイナンバーカー

ドのスマホ化によ

り身分証紛失を防

止する機会

市役所の管理す

る自分の個人情

報をスマートフォ

ンで確認できる

１つの個人情報

が流出するとマイ

ナンバーで連携

する他の情報が

流出する可能性

もある脅威

リモートワークで、

自宅に情報を持

ち帰ると、流出す

るリスクがある

なりすましによる

個人情報の流出

デジタル関連が

苦手な職員の

負担増

オンライン会議に

用いる機器を使

いこなせない職員

がいる

翻訳機に頼りすぎ

て、誤翻訳に気が

つかない可能性

がある

音声入力で作成

したものを、確認、

修正する時間が

必要。余計時間

かかる（信頼性）

（精度？）

高齢者にとって電

子化は困難であ

るということも多い

という脅威

リモートで世界中

とつながるが、

時差や言語の問

題で、制約がある。

費用増

コストの

増大

ＡＩＯＣRの導入に

は高いコストがか

かる

電子データの送

付先設定に時間

がかかる

業務負荷の増

大

（導入・運用）

資料の電子化を

継続し、管理する

ことができるのか。

図書館利用カード

の原本ではなくス

マホを利用すると、

本人以外に使わ

れてしまう機会も

増えるのでは。

図書館内でのwifi

で悪質な通信が

行われる機会が

増える

※

職員による

情報漏えい

マイナンバーカー

ドのスマホ化はス

マホ紛失時の個

人情報流出が脅

威

利用者のミスへの

対応増加

個人情報の流出
セキュリティリ

スクの増大

なりすましによる

被害

空調が快適

プリンターがたくさ

んあるのが強み

電話が多い

のが強み

育成環境の充実

優れたチーム

ワーク

人間関係

が良好

人間関係が良く

忙しい人をカバー

し合える所が強み

とても前向きな

上司が強み

若い人が多く

（同年代）

話がしやすいの

が強み

休暇が

取得しやすい

全員がシステム

を利用できている

相談しやすい

環境がある

分野ごと班分けし

て

仕事を細分化でき

ている

係全体で同じ業

務をするので相談

しやすいのが強

み

わかりやすい説

明ができることが

強み

困っている市民の

方に進んで声を

かけられる人が

多いという強み

相手の立場や気

持ちによりそった

対応のできる職

員が多いという強

み

市民に近いところ

で情報を使った課

題解決を支援でき

るのが強み

窓口の待ち時間

が少ないことが強

み

通常開庁時間外

（日曜開庁・水曜

延長）に手続きで

きるという強み

ケースに応じて

職員が個別に対

応している

窓口業務が持つ

高いパフォーマン

ス

誰でも、

（開館中なら）いつ

でも無料で使える

のが強み。

頼れるベテランが

いることが強み

エキスパートによ

る

的確な業務

時間外するときは

係全体でやるの

が強み

職員全員が窓口

対応、電話対応し

ている

※

資料が充分に

活用されて

いない

専門性のある

業務への対応が

属人的

中堅が少ない

のが弱み

休暇を取得すれ

ば、多少なりとも、

他の人の負担が

増す

ギリギリの

人員配置
システム依存

業務がシステム

に頼りきってし

まっている緊急事態下でも

構わず長期滞在

する利用者もいる

のが弱み。

窓口に来ないと手

続きができないこ

とが弱み

コロナ対応での

懸念事項

※

空調の適切な調

整が難しい

市民対応を優先

して、事務が進ま

ないのが弱み

接客業務が多く他

業務が進まない

ワークライフバラ

ンスの乱れ

係全体で時間外

も働かないと業務

が終らないのが

弱み

全員が休みなく仕

事をしてもお客様

から待ち時間が

長いといわれてし

まう弱み

窓口対応の

マニュアルがない

基本的にマニュア

ルが存在しないこ

とが弱み

口伝えで教えても

らう知識が多いと

いう弱み

人に聞く人と勉強

する人に分かれ

てしまうのが弱み

本人が成長する

意思を見せずとも

安定して働けてし

まうのが弱み

プライベートにま

で首をつっこまれ

る

窓口業務を優先

できない職員がい

ることが弱み

担当の仕事に責

任を持てない職員

がいることが弱み

異動により、人間

関係が悪くなる可

能性が毎年ある

成長の

障害

上司の裁量で仕

事量にムラがある

標準化対応

の遅れ

※
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接触感染リスクを減らす

ために、

触らなくても反応するタッ

チパネル端末を導入する。

繁忙期の時間外業務が多

く人手が足りないので

増員する

業務の細分化を解決する

ために、

簡易な対応マニュアルを

作成して誰でも応対可能

にする

業務の可視化

整理、標準化

マニュアル化

職員の能力向上のために、

業務マニュアル作成を進

める。

適正な事務の継承のため

に

なるべくマニュアルを作成

する

担当以外でも業務ができ

るようにするため、

全業務のマニュアル化を

すべき

業務効率を上げるために

システムの導入を行う

デジタル対応

システム導入

窓口業務の負担を減らす

ために、

オンライン申請の導入を

検討する

時間外を減らすために

ＡＩＯＣＲを導入する

職員の業務負担の軽減

のため、

自動応答型のサービスの

導入

より高度な

デジタル化

キャッシュレス社会に対

応するために

市の手続きのキャッシュ

レス化の検討

市民によりそった

デジタルサービス

の実現
窓口まで来れない人

（高齢者、労働者、小さい

子がいる）のために、

オンライン窓口をつくる

オンラインによる

申請、相談の実現

リテラシーサポート

老眼、近視の人のために、

拡大、縮小可能なタブレッ

トでの申請を導入する

窓口での応対を減らすた

めに、

オンラインを用いたレファ

レンスサービスの制度を

整える

調査業務の

改善

コロナで三密を避けるた

めに

可能な手続きの電子申請

化をする

窓口業務の負担を軽減す

るために、

電子申請システムを導入

する

オンラインサービスを使い

こなせない市民を減らす

ために、

デジタルリテラシー向上を

目的としたイベントを開く

密をさけるために、

オンライン相談を行う

庁内感染防止のため

オンライン相談窓口の開

設

利用者の長期滞在を減ら

すために、

事前に貸出資料を予約し

やすいWebサイトを工夫

する

情報発信の

強化

これからの情報化・電子

化業務に対応するために

専門的知識・技術をもった

職員を採用する

人員の確保

と

育成

郵便物が届かないことを

なくすために、

電子メールの送付先設定

を導入する

調査業務の負担軽減のた

めに、

郵送の電子化とペーパー

レス化

ワークライフ

バランスの

改善

デジタル化による

職員負荷の軽減

職員の負担減のために、

リモートワーク、フレックス

等の導入の検討

仕事で忙しい人のために

休日窓口を行う課を増や

す

インバウンドの

増加
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O

多職種が一丸と

なって目標に取り

組む

誰でも働ける

環境が強み

優れた

チームワーク

Ｓ

W T

おいしい水が

のめる

制度改正への

対応が早い

意欲のある人と

ない人の混在が

弱み

やる気のある人と

ない人の差が激

しい

他の人からの

意見が少ない

専門的知識を

持った職員の育

成が困難

ICTを使いこなす

ための職員の教

育が大変

水害に強い

（下水道）

発言力・行動力の

ある上司がいる

発言力がある上

司

若手、担当者の

意見をとりいれて

くれる上司

水道技師として採

用された先輩にす

ごく助けられてい

る

いざとなれば

助けてくれる上司

がいるのが強み

専門性がありリー

ダーシップのある

人材が強み

各課ごとに

専門性があるの

が強み

各分野に

スペシャリストが

いる

出先がある

過去の書類が

多くある

若いうちから

多くの経験をさせ

てくれる

風通しがよく、

意見が反映されや

すい組織風土

異動で、いろんな

課を経験できるの

が強み

担当の考え、意見

がとおりやすい

一人一人の意見

が反映されやす

い組織

自分の意見を通

せる環境が強み

自分のやり方で

仕事ができる

若手職員の

意見が反映され

やすい

公正・公平な対応

ができるのが強

み

一人の悩みを皆

で共有できる

市民への対応が

早い

要望に真摯に

対応してくれる

システムが多い

のが強み

自分の係の業務

について全国統

一的なシステムが

ある

停電時もシステム

を使える

24時間対応する

24時間365日

止まらないシステ

ム

システムが

充実している
休みをとりやすい

休日にも動く 祝日、休日で休め

るのが強み

24時間365日対
応可能なシステ

ムを組織

システムに頼りき

りの業務フロー

ホームページやオ

ンラインで申請で

きないのが弱み

同じような

システムがある

システムを理解し

ている人が少ない

システムを利用す

るのに厚い参考

書を読まなければ

ならない

システムが使えな

い時、大変になる

休日等当番にな

る人がいる

トラブルがあった

時夜中であっても

対応して負担にな

る

時間外労働が増

えてしまう

長時間残業をして

いる人がいるの

が弱み

（人が少ない）

窓口対応が多い

と

個人業務が進ま

ない

システムに依存

しすぎているの

が弱み

一人一人の負

荷が大きいのが

弱み

誤って窓口に来る

人が多い

※

専門知識のある

職員に業務が集

中

一人一人の仕事

が別となり、いな

い時に対応がで

きない

専門性のある人

材への依存が

弱み

自分の専門外の

ことには、一切関

心がない人が多

い

他の課の業務を

把握できていない

のが弱み
毅然とした対応を

とれないことがし

ばしば見受けられ

る

コミュニケーション

で遠慮してしまう

のが弱み

課員が少なく係に

よる専門性が高

い

間違っていること

でも、はっきりと言

えないことがある

事務側と出動隊

の業務が違いす

ぎて理解し合うの

が難しい時もある

経営意識が

低い組織

後進が育たない

（職員の適性もあ

る）

先輩に頼りすぎて

しまう

自分自身の決断

力や判断力が鈍

る

異動で業務知識

が定着しないの

が弱み

業務を熟知する

前に異動がある

のが弱み

書類のやりとりに

時間がかかる

業務や書類が

整理、標準化さ

れていない

書類を探すのに

時間がかかる

業務をマニュアル

化できていない

断水時に困る

すぐに対応できな

い時があるのが

弱み

○

※

○

書類のデータ化

により保存が楽、

探しやすくなる

市民の口座デー

タを把握し、毎回

口座振替依頼書

を提出しなくても

よくなる

台帳を全てデジタ

ル化することで倉

庫を減らすことが

できる

台帳を全てデジタ

ル化することで検

索が容易になる
市役所のデー

タのデジタル

活用

資料のデジタル

化

車両の位置情報

等と連動させ、現

時点での救急車

の到着予想時刻

を表示する

安心安全のた

めの

データ活用

要支援者の場所

を特定するシステ

ム

スマホと市内災害

状況を共通化で

きればよりリアル

な災害把握がで

きる

電子カルテ化によ

り患者情報の職

員間共有が容易

になった

高度な医療体

制のデジタル化

による実現

マイナンバーカー

ドの保険証利用

が可能となった

各種申請のオン

ライン化を実施す

れば業務量がへ

る

個人の電話番号

と病歴等をひも付

けることで救急業

務の効率化を図

れる

診療予約をオンラ

イン対応

タブレットの導入

遠隔による技術

提供

現場にドローンで

いく

現場に出る業務

を委託し。業務軽

減

委託先との

情報連携

水道管網図をイン

ターネット上で見

られるようにする。

窓口業務を減ら

せる

情報の公開

共有

水道管の更新。

漏水やそれに伴う

断水が減る

ホームページに上

下水道の管もう図

決裁の電子化

による決定まで

のスピード化

電子決裁

決裁のシステムを

導入して業務の

効率化（ハンコ不

要）

AIチャットボットで

簡単な問い合わ

せ対応

テレビ会議の増

加でムダな時間

の削減

テレワークによ

る

リモート業務の

実施

テレワークの推進

窓口に市民の方

が自分で調べるこ

とのできる機器の

設置

通訳システムの

利用で誰でも多

言語対応が可能

AI活用による

窓口業務のデ

ジタル化

ズーム等の利用

によって市内の広

域情報を各地域

から受け取りが容

易になる

チャットボットで電

話対応の業務軽

減

職員の増員

電子カルテ化によ

りICTに弱い職員

が対応できない

手続きがデジタル

化することで対応

できない患者が増

える

高齢の方が

機器を扱えない可

能性がある

情報格差が

広がる

携帯等を持ってい

ないと

特定できない

（位置情報）

ICT化が進むと

高齢者がついて

いけなくなる資料のデジタル

化による情報の

持ちだし可能にな

る

オンライン申請に

よるなりすまし

個人情報の漏れ

の恐れがある

システムがイン

ターネットと接続

するとウィルスや

ハッキングの可能

性がある

データ管理が

難しい

セキュリティリ

スクの増大

AIによる対応では

市民に寄りそった

対応ができない
丁寧な市民への

対応ができない

人間的な

対応の喪失

細かい内容を伝

えれない

使いこなせない

人が出てくる

デジタルデバ

イドの拡大

費用がかかる

予算や人員が足

りない。

水道料金を高くし

なくてはならなくな

る。

データが重く

保管できない 職員増員

市の財政を圧迫

する

導入コストの

増大

ちゃんと

書類をみない

可能性

なれるまでは結局

チェックしなけれ

ばならなくよけい

時間がかかる

導入工数

の増大

時間が足りない

インターネット上

で公開すると、少

しでも不正確なこ

とはのせられない

おいしい水が飲め

る

（24時間365日管

理している。）
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業務の効率化と

住民サービスの向

上をデジタルで実

現

周りに頼りすぎてしまう

→

知識を増やし、判断力

をつける

毅然とした対応をとれ

ない→

研修さらにはテストを

行い、法律や権限の

範囲をたたきこむ

職員のやる気の差→

責任をもっと持たせる

とともに、明確化する

給料に評価をもうける

システム理解（財務会

計しかり）→

研修を形だけでなく

しっかりやる

マニュアルを元に

人材育成

意識付・手順教育

現場に来る業務を軽

減するために

ドローンに行かせる

避難所での情報収集

が不便のため、

各避難所に電子機器

の設置

同報無線がきこえない

家庭が多いため、

スマホの活用や全世

帯へラジオ等の配布

システム要件の整

理

現状業務の

整理、要件の

可視化

時季により忙しさに差

がある→

デジタル化の推進

残業が多い人がいる

→

業務の分担を見直す

特定の職員に業務が

集中→

各職員の適性を考え

て人員配置

人員が足りないから→
人を増やすべき

専門的人材の不足→

専門職の採用

人員配置の

見直し

コロナで移動はなるべく

避けたいが県外から調

査に来る→

開示できるものはオンラ

インで見れるようにする

常においしい水が飲めて当

たり前と思われている→

HP上に、市内の水道管の

老朽化情報を公開する。い

つどこで断水が起きるかわ

からない

情報の共有化

窓口・電話対応してい

ると仕事が中断する→

AIチャットロボット、接
客用ロボットで問合せ

に対応する

窓口業務を軽減するた

めに、AIチャットボット

を利用する

窓口業務に時間を割

かれる→

オンラインで対応でき

るようにする

申請率を上げるため

に

オンライン申請を利用

する

コスト意識の低い組織

→

予算を一元管理する

組織の創生

業務システム

改革実行計画

推進体制

長年現場にいた人が

異動・退職してしまう→

遠隔において視覚等

で外部も含めて技術提

供をうける

職員によって対応の差

が出ないように

全ての業務もマニュア

ル化して共有する

システム停止時に対

応できない→

停止すること前提の業

務フローの作成

書類・データの

整理

業務の可視化

要件整理

書類を探すのに時間

がかかる→

過去の紙の書類もす

べてデータ化し簡単に

探せるようにする

ペーパーレス化するた

めに

電子決裁を利用する

研修や講習会での三

密→

集まって開催する必要

のないものは全てオン

ライン会議にする

人員不足のため窓口

業務のセルフ化

（自分で機器を使って

調べることができるこ

とは自分でしてもらう）

災害時のシステムが

いくつかあり、使いこな

せていないため、全自

治体のシステムの統

一化
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電話での問い合

わせが多い

市民・業者・施設・

病院

対外的

交渉が難しい

「できる」所に頼り

がちになるのが弱

み

窓口対応に時間

がかかり、混雑し

てしまうことの弱

み

業務で

属人化していると

ころもある

個別の対応を

するケースが多い

ベテランの経験か

らの仕事の仕方と

若い職員との考

え方の違いがあ

るのが弱み

やり切れなかった

仕事が処理でき

ず持ち越すことに

なるのが弱み

システムにくわし

い職員がいないと

業務が滞ってしま

うという弱み

上司がいないとい

ざという時に判断

できない弱み

ベテラン職員に

頼ってしまい、後

継が育っていかな

いという弱み

上司に頼りすぎて

任せてしまう事が

弱み

システム関係の

業務が特定の人

に集中してしまう

のが弱み

主体的な保育を

積極的に研修で

学び、取り入れよ

うとしているのが

強み

窓口業務の大半

を会計年度任用

職員でカバーでき

ている

積極的に

働いてくれる会計

年度任用職員が

強み

優れた専門性

を持つ職員が

強み

システム関係に

強い人材がある

程度いるのが強

み

専任の

手話通訳者

点訳者

がいる

安定したシステ

ム運用ができて

いるのが強み

安定して動いてい

るシステム

（Gプライム）

福祉

住登外者や

障害に合わせた

手続き案内

業務に使う機能

が何らかでシステ

ム化されている

Ｓ

W

O

T

恵まれた自然

環境と

観光資源が強

自然を管理してい

くにはコストがか

かるという弱み

首都圏の人が

やって来てしまう

のが弱み

異常気象に対す

る備えが不足する

のが弱み

オンラインで申請

ができる

学校教育のデジ

タル化により日本

語が出来ない児

童生徒も母国語

の教材で勉強で

きる

市民周知がス

ピーディーにでき

るようになる

ミライロId

（手帳の電子化

スマホ化）

新たなる

地域活性化策

フェイスブックの

メタバース企業宣

言

企業型ふるさと

納税の簡素化

一人一台端末

による業務効率

化

データを活用し

た運用管理の

効率化

機器等の使い方

を分からないと対

応できない

デジタルに弱い先

生はついていけ

なくて大変

授業は日本語の

ため

周りと一緒に学習

できない
人員の削減

配転

業務負担の

増大

自然災害

各自１台ずつタブ

レットを持つ。

各部屋で仕事が

できる

各園、パソコンの

台数を増やし

仕事ができる時

間を確保する

登降園の記録や

体調の管理をICT

化することで人為

的なミスを減らせ

る（なくせる）

子どもの登降園を

ICT化して記録す

るシステム

富士山SDGs

研修などをリモー

トで行う事で移動

にかかる時間をな

くせる

学校教育のデジ

タル化により、リ

モートで授業がで

きる

集まらなくてもリ

モートで研修や交

流ができるように

なる

ICT整備により、

学校が休業等に

なった場合でも学

習の場を提供で

きる

富士宮版

ワーケーション分散勤務

テレワークの普及

類似事例を

把握しやすくなる

オンラインで各種

申請ができるので

市民にとって便利

オンラインで申請

できるので窓口混

雑が減る

マイナンバーによ

り転校の手続きが

ワンストップで行

える

テレワークや分散

勤務の推進がで

きる（コロナ禍）
リモート、web研修、

web会議ができる

環境整備
リモート活用によ

るワークライフバ

ランス確保と三密

回避

データを活用

した業務革新
申請・届出のデ

ジタル化による

容易化

個人情報流出の

おそれがある

情報ろうえい

リスクの増加

オンライン申請に

より、なりすましの

発生が懸念され

る

誤った情報を

流してしまう

ICT整備にあたり、

安全対策がもとめ

られる

（リスク増加）

ICT整備には多く

のコストがかかる

設備にお金がか

かる

機材の用意に

コストや詳しい人

材が不可欠

導入コストの増大

維持コストの増加

スマホ等に慣れて

いない市民にとっ

ては不便

各家庭のネット

ワーク整備の問

題や、トラブルが

起きた時に授業を

受けられず欠席と

なってしまう
高齢者等、サービ

スを使えない人が

置いていかれる

導入負荷の

増大

セキュリティリ

スクの増大

直接会う事で感じら

れる雰囲気がなく

なってしまうのが寂

しい。

デジタルデバ

イド（情報格

差）の増大

システムコスト

の

増大

保育時間が

長いのが強み

保育時間がなが

いのが強み

7:00-18:30

保育可能日数が

多いのが強み

世界遺産「富士

山」が近くにある

という強み

自然資源が

たくさんあること

の強み

コロナ禍でも利用

できるアウトドア

フィールドがある

のが強み

小学校、公園、浅

間大社が近くにあ

りあそびに行ける

ことが強み

津波や水害の心

配があまりないこ

とが強み

地震や噴火の

リスクがあるのが

弱み

休む理由がないと

休み辛いのが弱

み

子どもの人数に

よって休みがわり

あてられる

人員不足になって

しまうので無理し

ている人がいるか

もしれないのが弱

み

マルチベンダとし

難く、コスト高とな

るのが弱み

システムの改修

は

製作会社にしか

委託できない

独自に作られたシ

ステムがブラック

ボックスとなって

動いている。誰も

直せないのが弱

市民と距離が近く

親しみやすい職

員がいることの強

み

丁寧な

電話応対

若手からベテラン

までいて、相談し

やすいのが強み

システム関係で

困ったらとりあえ

ず相談できる窓口

があるのが強み

困ったことがあれ

ば、相談できる窓

口があるのが強

み

相談しやすい

組織風土や

窓口

一度決まったこと

はしっかりとやり

切る。

やることが決まれ

ば、積極的に進め

る所が強み

人中心に支えあ

う仕組が強み
7:00-18:30までし

か園があいてい

ないのでそれ以

上の残業ができ

ないのが強み

リーダーシップの

ある上司、ベテラ

ンと元気な若手職

員がいる強み

元気な若手職員

がいることの強み

リーダーシップが

あり、頼りがいの

ある上司がいる

強み

相談し、スピー

ディーに動いてく

れる上司がいるこ

とが強み

異動によって

たくさんの保育者

の保育をみること

ができ、勉強にな

るのが強み

数年での異動で

子ども、保護者と

の関係がリセット

されてしまうのが

弱み 属人的で、標準

化されていない

弱み

子どもたちの出欠

や体調、迎えの時

間の確認をおこた

るとミス（事故が

起こりやすい）の

が弱み

勤務時間が

毎日違うことが弱

み

保育者が不足して

いる中、事務仕事

を資格保有者がし

ていることで現場

に出てないことが

弱み

窓口課の負担が

増加する
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仕事を効率的に行うため

に

１人１台タブレットを持ち、

各クラスで仕事が行える

ようにする。

勤務時間内に効率よく仕

事をすすめられるように、

各園、パソコンやタブレッ

トの台数を増やす。

市民、各団体とリモート会

議ができるように

各公共施設のインフラ整

備をする。

ICTによる

業務改善の

実現おたよりや、毎日の様子を

保護者と共有するために

保護者のスマホに写真つ

きで配信していく。

保護者との

情報共有

市民生活を

支えるデジタル化

の実現

オンライン申請の

システムがバラつかない

よう

LINEでのオンライン申請

を検討する

窓口の混雑を減らすため、

オンライン申請ができるよ

うに検討する

（幅広い分野で）

オンライン

申請の実現

分散勤務で職員が減るこ

とに対応するため

窓口に端末を置いて

リモートで対応する。

密をさけ、又、移動にかか

る時間をなくすため

可能な会議をリモートにし

ていく。

市もテレワークができる様

に

インフラ整備をする

類似の問い合わせに対応

する時間を減らすために、

botを利用する

窓口対応の時間を減らす

ために

AIチャットボットを導入す

る

電話対応で業務が停止し

てしまうことを避けるため、

コールセンターの導入を

検討する

窓口問い合わせ対応の

デジタルによる自動化

窓口対応に時間がかかる

ため（電話含む）

チャットボットの導入を検

討する。

オンライン申請を定着させ

るために、

高齢者etcの利用サポート

を検討する

窓口にコロナウィルス感

染者が来てクラスター発

生することを避けるため

庁舎入口で自動で検温で

きるようにする。

情報ろうえいを防ぐために

帰庁時に書類を施錠して

いくことを検討

現状業務整理

改善、可視化

多くの職員のシステムに

関する知識を増やすため

に

操作方法やQ&Aをまとめ

たマニュアルを作成する

属人化を防ぐため

課内での勉強会を検討す

る。

（分散勤務にも有効？）

ベテラン職員に頼りがちを

へらすため、

マニュアルを作成し課内

で共有する。

業務の標準化教育、

マニュアル化の推進

担任保育者が子どもから

はなれた時間に書類等か

けるよう、

資格がなくてもできる仕事

はまかせられるようにする

人数が少なく１人の業務

量が多くなるのを防ぐため

に

無駄な業務を洗い出し、

簡易化する。役割分担見

直し

人員不足を解消するため

に、資格がなくてもできる

仕事とそうでない仕事を分

け、資格のない人も保育

園で働けるようにする。

担当職員が不在だと受付

できない業務が発生する

ことを避けるため

業務のマニュアル化を進

める。

保育士資格保有者が現

場に出て保育できるよう

に、

ICT化を検討する。

ICTによる

業務改善の

検討

登降園児の確認のミスを

なくすために

ICT化する
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執務室のスペー

スのせまさ、物置

が少ないことが弱

み

Ｓ

W

O

T

クラウド保存

図面を広げて説

明するので、窓口

の場所をとる。

図面を使っている

と他の来庁者に

は対応できない。

待たせてしまうこ

とが弱み

書類の数が多くなる

保管すべきスペース

が必要になる

都市計画図を電

子化することで、

在庫管理の管理

スペースが不要

になる

パンフレット等の

デジタル化で印刷

代削減、在庫保

管スペースが不

要になる

書類をデジタルで

保管することで省

スペース化できる

管理スペースの

整理、環境改善

コロナによる観光

客減

人が来なくなり、

周辺の経済が悪

化する
マイナンバーが破

綻するとおわる

国への依存が高

まり、大規模な業

務停滞発生

法改正があると、

すべてのパンフ

レットを廃棄し、新

しいものを作らな

ければならない
国システムをメイ

ンとした時に、手

厚いSV、SEの支

援を受けられなく

なる

都市計画情報を

まとめた図面を用

いて、来庁者に説

明をすることがで

きることが強み 過去の都決資料

等を確認すれば、

来庁者の問い合

わせには大体対

応できるのが強

み

調べた資料が整

理されていること

が強み

組織が若返って

いるため、昔の情

報（経緯）を知って

いる職員が少なく

なっている

対応する人材が

不足する時があ

る

担当が不在であ

ると対応できない

知識・経験につい

て

ベテラン依存

高齢化等でいつ

までも頼りにでき

るか分からないの

が弱み

ベテラン依存

資格者が不在時

には、対応するこ

とができない。

信用が薄れる

全てを活用するこ

とがむずかしいこ

とが弱み

資格者依存

業者に依存してし

まっていることが

弱み

国システムについ

てはサポートがう

すい

クラウドシステム

が故障すると、手

動で取得できない

ため、修理期間の

取得が不可能

ベンダー依存

年間通じて、様々

なまつり等のイベ

ントを実施してい

ることが強み

まつり実行委員会

の熱意が強み

協力的な地域の

方々の存在が強

み

（組織外・外部）と

の連携ができる

通報時に対応し

てくれる業者がい

ることが強み説明手順が

容易

数年ごとにPCが

新しくなるめぐま

れた環境が強み

データの取得をク

ラウド化により現

場まで取りに行か

なくても取得が可

能

過去対応した書

類が保管されて

いることが強み

都市計画図をス

トックしてあり、い

つ図面購入者が

来ても対応できる

ことが強み

過去資料の

ストックが整理

されている

事務・システムに

熟知したSV・SEが

いる

優れた

人材

有資格者（国家資

格等）が対応する

ことが強み

理解のある前向

きな上司の存在

が強み

市役所という信頼

が強み

部署にベテランが

いる

規制概要のパン

フレットがあるた

め、説明が簡単

にできる

周辺自治体と

連携した観光振

興が強み

富士登山

（海側、最短ルー

ト）が強み

魅力的な資源が

多いことが強み

市内各所に

観光スポットがあ

ることが強み

水が有名

ユニーク、様々な

名産品が多い

魅力的な観光

資源が強み

担当業務が整理

されていることが

強み

窓口対応が

だれでもできるこ

とが強み

担当業務を入れ

替えることで、す

べての業務を把

握できる

作業の担当を決

めているので、照

会内容に応じて

確実な対応がで

きることが強み

少人数で業務・来

庁者対応が可能

な状態が取れるこ

とが強み

業務のマニュアル

化を図っているた

め、仕事を覚えや

すい

部内で協力して対

応していることが

強み（動員など）

職員のチームプ

レイが機能して

いる

少人数のため、１

人当たりの処理

件数が多い

担当者がいない

場合、回答や対

応がその日はで

きない。待たせて

しまうことが弱み

少人数でぎりぎ

りの対応

休みを取る人が

いると、窓口対応

等の負担が明ら

かに増えることが

弱み

問合せ対応で過

去の資料を確認、

回答しているだけ

なので、経験値が

積みにくいことが

弱み

宿泊者数が少な

い（日帰り観光が

多い）点が弱み

観光スポットへの

移動に時間がか

かることが弱み

富士山に頼りきり

になりやすい点が

弱み

毎年同じような

イベントになりや

すいことが弱み

曇りや雨の日の

富士登山は良さ

が少なくなる点が

弱み

富士山に頼りきり、

首都圏に近く、宿

泊が少ない。新奇

性が打ち出しにく

い弱み

ストックする図面の置

き場所、棚卸しの手

間がかかる。

システム化が進んで

いないことが弱み

人事異動に左右

されてしまうのが

弱み

ITに不慣れな

外部関係者多い

関係する機関等

が多いため、調整

が発生

専門的な対応

は属人化してい

ることが弱み
※

現地調査用タブレットによ

り、GPS等で現在位置や

土地情報を把握しつつ調

査可能となり、時間削減、

正確性向上につながる

通報システムの構築によ

り、パトロールで把握でき

なかった部分の情報を得

ることができる

タブレット導入によ

り、遠隔での農業

委員会総会が可

能となり、三密回

避になる

VRを使って好きな

ところに行けるよ

うになる

工事規制や通行

止などの情報を

発信することで、

交通渋滞の緩和

になる

衛星写真＋AI判

定により、遊休農

地の調査業務が

削減され、正確な

状況把握が可能

となる

SNS普及による

周知機会の増加

オンラインツアー

など

リモート観光が普

及

地域データの

取り込みと発信

許可申請の手続き

を電子化することで、

書類整理や許可書

やり取りの手間がは

ぶける

オンラインの普及に

より、市民、職員双

方の手間が軽減で

きる

リモート対応の充実

により出張に行く移

動時間のロスがなく

なる

ＡＩ導入で作業工

程が減る

情報のインター

ネット公開により、

来庁・電話の問い

合わせが減り、職

員の負担が減る

あらゆる申請が電

子化し、手入力が

なくなる

ゼンリン等で照会

している資料の複

製する時間が省

略できる。又一度

に多くの人が閲覧

できる

議事録作成AIで

反訳の委託削減

される

職員の作業負

荷の軽減

ワークライフバ

ランスの改善

国や県、

地域連携

全ての人がマイナ

ンバーカードを取

得することであら

ゆることにマイナ

ンバーを活用でき

るようになる

国標準システム

導入により、他の

国システムとの連

携が容易となる。

（電子申請や情報

公開等）

デジタル化により、

外部の人が窓口

に来る手間が省

ける。

対応する職員の

時間が省ける

一人１台 軽いタ

ブレット配備で、

紙の資料なくなる

使えない人がこま

る

デジタル化したパ

ンフを閲覧できな

い人が困る

外部調査員は高

齢のため、タブ

レット利用に習熟

が必要

スマホを持ってい

ないと利用できな

い

デジタルデバイ

ド（情報格差）の

増大

インターネットが

使えない人への

対応等を別に考

えなくてはいけな

い

導入等にコスト

（業務でも費用も）

が発生

通報情報の整理、

対応方法の整理が

されていないと業務

量が増える

費用対効果で業務量

が削減されても業務

の充実化でなく、人員

削減となりやすい

電子化の際、職員

が（利用者が）手順

を覚えるまでの間は、

問合せの増加等に

より手間がかかる

導入コストの

増大

電子化した地図の

利用方法等につい

ての問合せや、職員

に代行させるなどに

よる業務の増加

他システムとの

データ連携にコス

トが発生

ハッキング等によ

り、情報漏えいの

可能性が高まる

情報ろうえい

業務負荷増大

によるミス等の

発生

情報をリアルタイ

ムで更新しないと

混乱を招く

デジタル化による

発信と従来の方

法の発信を同時

にすると発信内容

の整合する必要

がある

AIによるミスに

気づきにくくなる

SNSでの誤投稿

※
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市民の生活目線

に沿ったデジタル

化の実現

観光に関する電話問

合せ対応の時間を減

らすため、AIを導入し、

チャット、音声等で対

応すべき

許認可手続きの窓口

をまとめてAIで対応す

る

観光客を増やすため

に

観光ガイド付きスポット

巡回バスを検討する

接触をさけるために

AIロボットをおく

観光客の満足度を上

げるために、観光前・

中・後の適切な情報提

供をAIで対応する

デジタル化による

観光振興

土地、建物などの所有

者管理者情報の発信

（個人情報的に難しい

と思うが民間の物も含

めて）

公共物管理情報の発

信（道路、埋設物など、

工事情報も）

窓口、電話の対応負

担を減らすために、

閲覧等可能なシステム

（インターネット公開、

窓口設置）を導入する

都市計画情報、道路

情報、河川情報を窓口

に来なくても入手でき

る仕組み

情報発信の

デジタル化

三密を防ぐため、

総会の遠隔開催をす

る

（タブレット）＋（資料共

有サービス等）

決裁に時間がかかる

ため、

オンライン決裁を導入

する

申請情報のシステム

入力等を簡便化する

ため、電子申請、AI-

OCRを入れる（庁内主

体）

業務プロセスの

デジタル化

ドローンによるパトロー

ルや現場確認

現地調査の効率化、

正確性向上のために

調査用タブレット＋ド

ローンを導入する

市全域の農地情報を

簡便に把握し、遊休農

地等の情報を把握す

るため、衛星写真を撮

影し、AIに判定させる

地域データの

収集と活用

紙の証明書をなくすためにあ

らゆる個人のデータをマイナ

ンバーに連携させて、紙を出

すかわりにカードで認証する

ようにする

市役所に来る人を減ら

すために、

マイナンバーカードで

交付できる機械をコン

ビニに置く

窓口のデジタル

化対応

他の国システムとの連

携や農地情報を公開

するため、国システム

を基幹システムとして

移行する

どこからでも業務がで

きるように強じんなネッ

トワークを構築する

標準システムの

活用

パンフレットの在庫管

理の負担を減らすため、

AIを導入し、発注、発

送等を管理すべき

在庫管理のデジタ

ル化

システム要件の

明確化

どんな内容なら電子化させても

らえるのかが分からず、電子化

したい、だけでは通らないと思う

ので、要件等を分かりやすくし

て電子化のハードルを下げる

技術員がいない課の

依頼工事で時間外が

出るため、依頼しなく

てもいいような人員配

置をする（職員の採用

など）

人数不足を解消する

ために、

増員する

業務の見直し

係によって時間外の時

間が全く違うため、

課や係の業務・役割を

見直す

現状の可視化

整理

業務効率化したからと

いって

人を減らさないように

する


